
【自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン】 第 3 条 抜粋  

 

３．対象となり得る債務者  

 

(1) 次のすべての要件を備える個人である債務者は、本ガイドラインに基づく債務整理を申し出る

ことができる。 

 

① 住居、勤務先等の生活基盤や事業所、事業設備、取引先等の事業基盤などが災害の影響を受

けたことによって、住宅ローン、住宅のリフォームローンや事業性ローンその他の既往債務を弁

済することができないこと又は近い将来において既往債務を弁済することができないことが確実

と見込まれること。 

② 弁済について誠実であり、その財産状況（負債の状況を含む。）を対象債権者に対して適正に

開示していること。 

③ 災害が発生する以前に、対象債権者に対して負っている債務について、期限の利益喪失事由

に該当する行為がなかったこと。ただし、当該対象債権者の同意がある場合はこの限りでない。 

④ 本ガイドラインに基づく債務整理を行った場合に、破産手続や民事再生手続と同等額以上の 

回収を得られる見込みがあるなど、対象債権者にとっても経済的な合理性が期待できること。 

⑤ 債務者が事業の再建・継続を図ろうとする事業者の場合は、その事業に事業価値があり、対

象債権者の支援により再建の可能性があること。 

⑥ 反社会的勢力ではなく、そのおそれもないこと。 

⑦ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 252 条第１項（第 10 号を除く。）に規定する免責不

許可事由がないこと。 

 

【自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン】を新型コロナウイルス感

染症に適用する場合の特則  第５条抜粋 

 

５．対象となり得る債務者 

 

（１）次のすべての要件を備える個人である債務者は、本特則に基づく債務整理を申し出ることが

できる。 

 

① 新型コロナウイルス感染症の影響により収入や売上げ等が減少したこと（具体的には、基準

日以前の収入や売上等に比して自然災害ガイドライン第６項（1）の債務整理開始申出日時点

における収入や売上等が減少していること）によって、住宅ローン、住宅のリフォームローンや

事業性ローンその他の本特則における対象債務を弁済することができない又は近い将来にお

いて本特則における対象債務を弁済することができないことが確実と見込まれること。 



② 弁済について誠実であり、その財産状況（負債の状況を含む。）を対象債権者に対して適正に

開示していること。 

③ 基準日以前に、対象債務について、期限の利益喪失事由に該当する行為がなかったこと。た

だし、当該対象債権者の同意がある場合はこの限りでない。 

④ 本特則に基づく債務整理を行った場合に、破産手続や民事再生手続と同等額以上の回収を

得られる見込みがあるなど、対象債権者にとっても経済的な合理性が期待できること。 

⑤ 債務者が事業の再建・継続を図ろうとする事業者の場合は、その事業に事業価値があり、対

象債権者の支援により再建の可能性があること。 

⑥ 反社会的勢力ではなく、そのおそれもないこと。 

⑦ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 252 条第１項（第 10 号を除く。）に規定する免責不

許可事由がないこと。 

 


